
地域交流と社会参加という福祉施策のひとつ。
施策目的・

(2)目的 出量の削減と福島第一原発事故以前の全国トップレベルの資源化率を回復するとともに、新たな廃棄物処理 事業目的 リサイクル活動を通して、高齢者の交流及び社会参加への機会の拡大を図る拠点とする。高齢者によるリサ
展開方向

施設の整備に合わせた効率的かつ効果的なごみと資源の分別の研究などに取り組み、ごみの発生抑制を軸と イクル技術指導や環境学習の場所として市民もリサイクルを通して地域活動に参画するための拠点とする。
ふれあい工房（以下、「工房」という。）で使用される材料等は、クリーンセンターから搬入される再使用 施設の作業環境の維持管理
可能な家具等である。家具等の中で修理などを行えば再生利用可能な物は、修理を行い工房主催のリサイク 　健康障害が生ずる恐れのある作業環境を、快適な状態で維持管理するため、施設の整備を行う。
ル家具バザー等で販売し、売上金はクギやボンドなどの消耗品を購入する財源になる。工房には、来館した 当該年度 事業計画
市民の技術指導や相談などに対応するため、知識や技術を持った技術アドバイザーが常館することで、相談 執行計画 ○　家具等の販売 　　　○　技術アドバイザーの技術指導

(3)事業内容 内　　容 を受けながら工房にある木材等を利用し、市民自らが椅子などを作り再資源化活動を手助けする。 ○　フリーマーケット　 ○　夏休み子供体験フェスタ

施設の来場者数 想定値 3,000当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 2,200

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 一般家庭から排出された家具等をふれあい工房に搬入し、必要に応じ修理・解体・再生を行うことにより、家具等の再生利用が 直接 家具等の再生率 ％ 1 20
図られ、かつ、可燃ごみの減量と再生利用による市民の意識の向上を図ることができる。

令和 2年度 直接 ％ 0

令和 3年度 直接 ％ 0

粗大ごみである元来耐久消費財であった家具等が、近年の大量生産により安価で耐久消費財とは言えない商品が多くなり、再利
(7)事業実施上の課題と対応 用や再生利用が難しくなっている。このため、修理して販売できる商品が少ないことや木工の材料となる部材をごみ以外から調 代替案検討 ●有 ○無

達しなければならないため、ふれあい工房本来の趣旨から逸脱した事業をせざるを得ない状況である。また、高齢者による技術

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

運営委託費（アドバイザー報償費込） 5,230 運営委託費（アドバイザー報償費込） 5,196 5,196 運営委託費（アドバイザー報償費込） 5,196 運営委託費（アドバイザー報償費込） 5,196
役務費 253 役務費（通信費等） 250 135 役務費（通信費等） 250 役務費（通信費等） 250
需用費 1,163 需用費（燃料費、光熱水費、修繕料） 679 663 需用費（燃料費、光熱水費、修繕料） 679 需用費（燃料費、光熱水費、修繕料） 679
委託料（清掃、警備、施設保守点検） 453 委託料（清掃、警備、施設保守点検） 537 468 委託料（清掃、警備、施設保守点検） 537 委託料（清掃、警備、施設保守点検） 537
使用料及び賃借料 7 使用料及び賃借料 7 7 使用料及び賃借料 7 使用料及び賃借料 7
１号嘱託職員報酬1名（0.3）　 780 1号嘱託職員報酬1名（0）　 222 0 1号嘱託職員報酬1名（0.1）　 222 1号嘱託職員報酬1名（0.1）　 222

工事費（警報機器撤去） 17 17
実施内容 備品購入費（エアコン設置） 200 200

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 7,886 合　　計 7,108 6,686 合　　計 6,891 合　　計 6,891
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 7,886 7,108 6,686 6,891 6,891

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0.2 0.2 0.1 0.1
正職員人件費 880 1,760 1,760 880 880

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 780 222 0 222 222
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 8,766 8,868 8,446 7,771 7,771
(11)単位費用

219.15千円／％ 2.96千円／人 3.84
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・市では、資源循環型社会を目指すため、市民に自主的なリサイクル活動の場を提供することにより、地域住民及び高齢 ○①事前確認での想定どおり
者の地域社会、社会参加の機会の拡大を図るとともに、あたたかみのある地域福祉を創造していくうえで必要である。 ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ・市のごみの減量とリサイクルに係る施策を展開していくうえで、有効である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

粗大ごみで排出された家具の再生販売に取り組めなかった。今年度をもって事業を廃止する。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 施設を整備し、クリーンセンターで処理するごみを減らす取

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 り組みは、市でなければ実施できないため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 技術アドバイザーは、市民の中から選出し委嘱する。 技術アドバイザーによる運営協議会へ委託することにより、 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 事業を実施した。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1 20 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

粗大ごみで排出された家具の再生販売に取り組めなかった。今年度をもって事業
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0

を廃止する。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 ■⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 8,868 △102 8,446 95.24
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△1.16

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 粗大ごみで排出された家具の再生販売に取り組めなかっ

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 た。今年度をもって事業を廃止する。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.26

％ 100万円 0 0

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ●廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
ふれあい工房を活用したごみの減量は今年度をもって終了します。 粗大ごみで排出された家具の再生販売に取り組めなかったことなどから令和2年3月末をもって事業を廃止する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 301 課コード 0402 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・クリーンセンター

個別事業 ふれあい工房の運営管理事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成11年度 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 8,651 千円 (うち人件費 1,760 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 8,868 千円 (うち人件費 1,760 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12102 重点１ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

資源を大切にし、資源の循環を進めるくらしを実現するため、市民、事業者、市が一体となって、総ごみ排 高齢者の



公園の樹木・街路樹・学校などの公共施設や、一般家庭・事業所から出される剪定枝木等をチップ化し、福
施策目的・

(2)目的 路上喫煙、犬の糞害に対する指導、不法投棄と野焼きに対する監視や戸別指導を実施して、公害や生活環境 事業目的 島第一原発事故による影響で利活用が図れなくなったチップを一時保管するとともに、放射性物質濃度に配
展開方向

の悪化を防止します。また、ＰＭ２．５や放射性物質などの新たな環境問題については、国、県、近隣自治 慮しながら焼却するが、それでも保管しきれないチップを最終処分するものです。
・公園の樹木・街路樹・学校などの公共施設や、一般家庭・事業所から出される剪定枝木等をチップ化し、 ・福島第一原発事故により、枝木チップが農家や家庭菜園で利活用できなくなったため、分別回収している
福島第一原発事故による影響で利活用が図れなくなったチップを保管する。 刈草等を剪定枝木とともにチップ化し、ストックヤードに一時保管する。
・自走式破砕機を大きなものに交換し、分別回収した草や落葉を破砕しチップ化したものを保管する。 当該年度 ・保管しているチップや搬入された枝木をチップ化し、放射能濃度の低いチップについては、焼却処理する
・枝木チップが農地などで利活用出来なくなったため、チップストックヤードが満杯になったことから最終 執行計画 ことでヤードの保管量を少ない状態で維持できるようにする。

(3)事業内容 内　　容 処分を委託する。
・福島第一原発事故によりに由来する放射性物質の影響により、通常の処理ができなくなった剪定枝木や雑
草・落ち葉等の中間処理と2,500トンの処分委託をする。 チップ化処理・一時保管量 想定値 500当該年度

単位 t
活動結果指標 実績値 1,937

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 公共施設及び街路樹・事業所・一般家庭から排出された刈草等及び剪定枝木をチップ化し一時保管する。保管場所のストック量 直接 刈草等及び剪定枝木のチップ化処理・一時保管量 t 1,937 500
が一定量となるよう焼却や最終処分を行っていく。

令和 2年度 同上 直接 刈草等及び剪定枝木のチップ化処理・一時保管量 t 500

令和 3年度 刈草等の放射能汚染が低くなると考えられることから、剪定枝木等をチップ化し、農家や家庭菜園で利活用できるようにする。 直接 剪定枝木等のチップ化処理・一時保管量 t 500
刈草等は、可燃ごみとして焼却する。
マルチング材・土壌改良材及び堆肥等については、ニーズによって大きさを変えて利活用の拡大を図っているが、生ごみ資源化

(7)事業実施上の課題と対応 堆肥との混合による堆肥利用を研究し、さらなる需要先の拡大を図る必要がある。東日本大震災後の福島第１原発事故による放 代替案検討 ○有 ●無
射性物質拡散により、チップの安全性を確保できないため、需要先に配布することができない。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 剪定枝木・雑草等収集運搬及び破砕業 99,862 ＊ 剪定枝木・雑草等収集運搬及び破砕業 100,891 100,890 ＊ 剪定枝木・雑草等収集運搬及び破砕業 101,816 ＊ 剪定枝木・雑草等収集運搬及び破砕業 101,816
務委託（東電） 務委託（東電） 務委託（東電） 務委託（東電）
剪定枝木等収集運搬及び破砕処理業務 剪定枝木等収集運搬及び破砕処理業務 剪定枝木等収集運搬及び破砕処理業務 剪定枝木等収集運搬及び破砕処理業務
委託　27,021千円を含む 委託　27,021千円を含む 委託　27,021千円を含む 委託　27,021千円を含む
内訳　収集運搬業務委託　52,402千円 内訳　収集運搬業務委託　52,887千円 内訳　収集運搬業務委託　53,372千円 内訳　収集運搬業務委託　53,372千円
　　　【債務負担】Ｈ29～Ｈ33 　　【債務負担】Ｈ29～Ｈ33 　　【債務負担】Ｈ29～Ｈ33 　【債務負担】Ｈ29～Ｈ33 
　　　破砕処理業務委託　47,460千円 　　破砕処理業務委託　48,004千円 　　　破砕処理業務委託　48,444千円 　　破砕処理業務委託　48,444千円

実施内容 ＊ 枝木チップ運搬処分業務委託（東電） 127,980 ＊ 枝木チップ運搬処分業務委託（東電） 128,075 128,074 ＊ 枝木チップ運搬処分業務委託（東電） 129,250 ＊ 枝木チップ運搬処分業務委託（東電） 129,250
＊ ストックヤード管理委託（東電） 259 ＊ ｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ用水管養生委託（東電） 270 264 ＊ ｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ用水管養生委託（東電） 270 ＊ ｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ用水管養生委託（東電） 270

(8)施行事項
費　　用 ＊ 環境協力金（東電） 3,000 ＊ 環境協力金（東電） 0 0 ＊ 環境協力金（東電） 0 ＊ 環境協力金（東電） 0

＊ 搬出重機リース料（東電） 2,339 ＊ 搬出重機リース料（東電） 2,361 2,282 ＊ 搬出重機リース料（東電） 2,383 ＊ 搬出重機リース料（東電） 2,383

予算(決算)額 合　　計 233,440 合　　計 231,597 231,510 合　　計 233,719 合　　計 233,719
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 27,021 27,021 231,510 27,021 27,021

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 206,419 □特会 □受益 □基金 ■その他 204,576 0 □特会 □受益 □基金 ■その他 206,698 □特会 □受益 □基金 ■その他 206,698
換算人数(人) 0.1 0.3 0.3 0.1 0.1
正職員人件費 880 2,640 2,640 880 880

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 234,320 234,237 234,150 234,599 234,599
(11)単位費用

1,171.6千円／t 468.47千円／t 120.88
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　福島第一原発事故による放射能のため、チップ化された剪定枝木が土壌改良材・自家菜園・園芸・農家用基礎堆肥とし ○①事前確認での想定どおり
て利活用を図ることが出来なくなったため、保管しきれないチップの最終処分が必要。 ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

焼却灰に含まれる放射性物質対策として、剪定枝木や草等をチップ化しヤードに保管、減容化した後に当市クリーンセン
ターや他市の焼却施設で焼却処分をするため保管量を５００トンと見込んだが搬入量が多かったことから保管量が増加し

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 廃棄物処理法に基づき一般廃棄物を焼却し、焼却灰を最終処

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 分することは市でなければできないため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民の皆様に草や落ち葉等の分別回収に協力してもらう。 市民に分別の協力をいただくことで、より実効性のある事業 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り となる。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 自然環境に影響がないよう分析し基準以内の放射能濃度の枝 周辺地域に影響を与えないよう排出車両の運搬回数を減らす ●①想定どおり
□②生き物と共存している 木を処分していく。 よう１０トン車を使用した。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(t) 目標値(b)(t) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(t) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1,937 500 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

焼却処分量を調整してストックした。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1,937 387.4
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 234,237 83 234,150 99.96
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.04

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 焼却量を調整し枝木チップをストックした。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.21

t 10万円 0.83 395.24

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
焼却灰に含まれる放射能低減対策と必要な事業であり、当面は現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 304 課コード 0402 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 環境経済部・クリーンセンター

個別事業 剪定枝木等のチップ化事業（放射能対策） 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 234,237 千円 (うち人件費 2,640 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 一般廃棄物対策基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

良好な生活環境を維持するため、定期的な環境調査や事業所などへの監視・指導を継続して行うとともに、



に向け、生ごみのリサイクルを推進し可燃ごみの減量化を図るため、補助制度を推進
施策目的・

(2)目的 出量の削減と福島第一原発事故以前の全国トップレベルの資源化率を回復するとともに、新たな廃棄物処理 事業目的 する。
展開方向

施設の整備に合わせた効率的かつ効果的なごみと資源の分別の研究などに取り組み、ごみの発生抑制を軸と
　生ごみの減量化を図るため、生ごみ処理機やコンポスト容器・ボカシ容器を購入した市民に補助金を交付 ○　広報やホームページでＰＲ
する。 ○　取扱店でのＰＲ
・機械式生ごみ処理機、コンポスト容器、ボカシ容器 いずれも１人１基（1年度） 当該年度
・本体価格の三分の二・限度額5,000円 執行計画

(3)事業内容 内　　容 補助金の申請手続き
①本体価格がわかる領収書(消費税を除く）②機械式は購入した品物の保証書の写し)
③補助金の振込先(預金通帳等)④印鑑を用意しクリーンセンター又は市役所市民課・各支所で。ただし指定 生ごみ処理器の補助基数 想定値 60当該年度
販売店で購入した場合は、当該販売店で申請手続きが可能。 単位 基

活動結果指標 実績値 31

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 広報・ホームページ等によるＰＲで、より一層生ごみの減量化を推進する。 直接 生ごみ処理器の補助基数 基 22 60

令和 2年度 処理容器の普及を図り、焼却するごみの減量に寄与する。 直接 生ごみ処理器の補助基数 基 75

令和 3年度 処理容器の普及を図る。 直接 生ごみ処理器の補助基数 基 80

成果物を利活用できる環境に居住していない場合は、生ごみ処理機購入のメリットがなく普及拡大は難しい。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

生ごみ処理容器購入補助金 生ごみ処理容器購入補助金 生ごみ処理容器購入補助金 生ごみ処理容器購入補助金
・コンポスト容器　30基×5000円 150 ・コンポスト容器　25基×5,000円 125 32 ・コンポスト容器　25基×5000円 125 ・コンポスト容器　25基×5000円 125
・ボカシ容器　30基×2500円 75 ・ボカシ容器　25基×2,500円 63 19 ・ボカシ容器　25基×2500円 63 ・ボカシ容器　25基×2500円 63
・家庭用機械式　10基×5,000円 50 ・家庭用機械式　10基×5,000円 50 35 ・家庭用機械式　10基×5,000円 50 ・家庭用機械式　10基×5,000円 50
嘱託職員報酬1名（0.3） 780 嘱託職員報酬1名（0.3） 1,331 0 会計年度任用職員（0.6） 1,331 会計年度任用職員（0.6） 1,331

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,055 合　　計 1,569 86 合　　計 1,569 合　　計 1,569
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,055 1,569 86 1,569 1,569

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0.3 0.3 0.1 0.1
正職員人件費 880 2,640 2,640 880 880

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 780 1,331 0 1,331 1,331
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,935 4,209 2,726 2,449 2,449
(11)単位費用

34.55千円／基 70.15千円／基 87.94
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

資源循環型社会への転換を図るため、家庭から出される生ごみを堆肥として活用を図る。また、家庭ごみの約20％は厨芥 ○①事前確認での想定どおり
類で占められていることから、ごみの減量Co２削減（焼却量削減）に寄与するものである。 ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

制度が多くの市民にとって魅力的なものではないと考えられる。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 補助金交付事業のため

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 当該事業に賛同する市民の協力を必要とするもの 市民による厨芥類の資源化 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(基) 目標値(b)(基) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(基) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
22 60 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

設定した目標が適切ではなかった。目標を見直す必要がある。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 31 51.67
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,209 △2,274 2,726 64.77
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

実績に伴い交付申請予定数を下方修正。 申請者が少なくとも事務の手間はさほど変わらないため

△117.52

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 申請件数が少なかったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.43

基 10万円 1.14 79.72

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
可燃ごみ削減、資源化への取り組みとしては有効であることから現状通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 306 課コード 0402 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・クリーンセンター

個別事業 生ごみリサイクル補助事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,209 千円 (うち人件費 2,640 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12102 重点１ ○有 ●無 (計画名) 一般廃棄物対策基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

資源を大切にし、資源の循環を進めるくらしを実現するため、市民、事業者、市が一体となって、総ごみ排 資源循環型社会の構築



会に向けたリサイクルを推進し、資源の有効活用と焼却量の削減を図る。
施策目的・

(2)目的 出量の削減と福島第一原発事故以前の全国トップレベルの資源化率を回復するとともに、新たな廃棄物処理 事業目的
展開方向

施設の整備に合わせた効率的かつ効果的なごみと資源の分別の研究などに取り組み、ごみの発生抑制を軸と
・資源の回収・処理・売却 資源の売り払い収入は景気の動向に左右されやすいが、適正に売却益を得られるよう、定期的に資源物の単
・生ごみ資源の回収・処理、協力家庭への配布 価の見直しを行う。
・小型家電の拠点回収引渡し 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

資源回収量 想定値 8,800当該年度
単位 ｔ

活動結果指標 実績値 8,359

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 定期的に資源物の単価の見直しを行い、適正な売却益を確保する。 間接 売り払い収入額 千円 65,000 56,000

令和 2年度 同上 間接 売り払い収入額 千円 65,000

令和 3年度 同上 間接 売り払い収入額 千円 70,000

商品として売却又はリサイクルをするため、出来るだけ綺麗な形での排出や分別の徹底を図っていく。
(7)事業実施上の課題と対応 資源の売却単価が他国や国内の経済状況に左右されるため量を確保しても売り払い額が減少することがある。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

資源物の回収・処理及び売却並びに資源 282,225 資源物の回収・処理及び売却並びに 284,839 284,839 資源物の回収・処理及び売却並びに 287,452 資源物の回収・処理及び売却並びに 287,452
【債務負担】（H29～H33）5年契約 資源回収用具管理 資源回収用具管理 資源回収用具管理
ペット・プラ回収業務委託 33,826 【債務負担】（H29～H33）5年契約 【債務負担】（H29～H33）5年契約 【債務負担】（H29～H33）5年契約
【債務負担】（H29～H33）5年契約 ペット・プラ回収業務委託 ペット・プラ回収業務委託 ペット・プラ回収業務委託
ペット・プラ中間処理業務委託 60,912 【債務負担】（H29～H33）5年契約 34,139 34,139 【債務負担】（H29～H33）5年契約 34,452 【債務負担】（H29～H33）5年契約 34,452
資源回収奨励金 33,012 ペット・プラ中間処理業務委託 61,895 61,895 ペット・プラ中間処理業務委託 61,895 ペット・プラ中間処理業務委託 61,895
生ごみ資源回収・処理業務委託 12,960 生ごみ資源回収・処理業務委託 11,442 8,688 生ごみ資源回収・処理業務委託 11,442 生ごみ資源回収・処理業務委託 11,442

実施内容 小型家電回収業務委託 222 小型家電回収業務委託 230 224 小型家電回収業務委託 238 小型家電回収業務委託 238

(8)施行事項
費　　用 消耗品（生ごみ用ポリ袋） 329 消耗品（生ごみ用ポリ袋　他） 299 145 消耗品（生ごみ用ポリ袋　他） 299 消耗品（生ごみ用ポリ袋　他) 299

資源回収奨励金 29,250 26,866 資源回収奨励金 29,250 資源回収奨励金 29,250
嘱託職員報酬2名（0.3　0.4） 1,713

1・2号嘱託職員報酬2名（0.3　0.3） 1,447 723 1・2号嘱託職員報酬2名（0.3　0.3） 1,447 1・2号嘱託職員報酬2名（0.3　0.3） 1,447

予算(決算)額 合　　計 425,199 合　　計 423,541 417,519 合　　計 426,475 合　　計 426,475
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 425,199 423,541 417,519 426,475 426,475

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.4 0.4 0.2 0.2
正職員人件費 1,760 3,520 3,520 1,760 1,760

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 1,713 1,447 0 1,447 1,447
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 426,959 427,061 421,039 428,235 428,235
(11)単位費用

44.02千円／ｔ 48.53千円／ｔ 50.37
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

資源循環型社会の構築を図るため、再生可能で地球環境に負荷を与えない資源物の利活用を進めていくことは必要不可欠 ●①事前確認での想定どおり
である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

資源の分別回収は、３Ｒ推進のため重要な事業である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている 廃棄物処理法で一般廃棄物の処理は自治体の固有事務となっ □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 廃棄物処理法上、一般廃棄物の処理責任は市町村にある。

□提供主体が市しかない ている。 □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 回収車両は低排出ガスの車両を使用している。 低排出ガス車利用の活用。効率を重視した回収ルートの確立 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(千円) 目標値(b)(千円) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(千円) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
65,000 56,000 ■③現況値との差が小さい値ではない ●不要

資源相場の下落によるもの
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 42,907 76.62
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 427,061 △102 421,039 98.59
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△0.02

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 適正な事業費の算出

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 13.11

千円 10万円 10.19 77.73

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
循環型社会構築を目指し、ごみの減量及び資源化を図るため現状通り推進する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 307 課コード 0402 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・クリーンセンター

個別事業 資源回収・処理・売り払い業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 427,061 千円 (うち人件費 3,520 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12102 重点１ ○有 ●無 (計画名) 一般廃棄物対策基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

資源を大切にし、資源の循環を進めるくらしを実現するため、市民、事業者、市が一体となって、総ごみ排 資源循環型社



適正に設置することで、市民の良好な生活環境を確保する。
施策目的・

(2)目的 出量の削減と福島第一原発事故以前の全国トップレベルの資源化率を回復するとともに、新たな廃棄物処理 事業目的
展開方向

施設の整備に合わせた効率的かつ効果的なごみと資源の分別の研究などに取り組み、ごみの発生抑制を軸と
・事業者が開発行為や建築行為で戸建や集合住宅を計画する場合、集積所について協議し、トラブルの未然 ・随時〔ごみ集積所設置事前協議〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
防止を図る。必要な場合はごみ集積所を設置するよう指導する。 受付から立会い検査、収集開始まで随時実施する。
　①下協議→②事前協議申請（可否決定）→③集積所立会い検査→④設置申請受理→⑤可燃ごみ・資源収集 当該年度 ごみ集積所の土地の寄附（受付・登記）
開始依頼。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ・必要に応じ寄附の受理

立会い検査実施件数 想定値 35当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 31

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 協議どおりの適正な集積所の確保 直接 検査合格率 ％ 100 100

令和 2年度 協議どおりの適正な集積所の確保 直接 検査合格率 ％ 100

令和 3年度 協議どおりの適正な集積所の確保 直接 検査合格率 ％ 100

開発、建築により新たに建設される住宅については、ごみ集積所設置基準を適用できるが、集積所の5割弱を占める路上の集積
(7)事業実施上の課題と対応 所について、今後の恒久的確保のための検討が必要。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品・他 133 消耗品・他 130 97 消耗品・他 130 消耗品・他 142
車両経費 1,788 車両経費 1,814 1,716 車両経費 1,814 車両経費 1,823

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,921 合　　計 1,944 1,813 合　　計 1,944 合　　計 1,965
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,921 1,944 1,813 1,944 1,965

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7
正職員人件費 6,160 6,160 6,160 6,160 6,160

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 8,081 8,104 7,973 8,104 8,125
(11)単位費用

161.62千円／件 231.54千円／件 257.19
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・ごみ集積所は、いわば迷惑施設であり誰もが自宅近くの設置を嫌がる。しかし、ごみ集積所は、家庭から排出される一 ●①事前確認での想定どおり
般廃棄物の処理に当たり、その適正化、効率化のためになくてはならないものである。　　　　　　　　　　　　　　 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ・路上の集積所は大変危険を伴うものであり、危険な集積所を増やさないため、建築事業者に対し適正なごみ集積所の確 ○要
   背景は？(事業の必要性) 保と周辺住民への環境も配慮するよう指導する。　　　　　　　　　　　 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

・当該事業は、恒久的なごみ集積所を確保するためにも必要な事業である。 ごみや資源の排出に要する面積の確保や、既存住宅地への環境面に配慮することができた。
また、収集する安全性の確保のため適正に設置することができた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった ごみ集積所は、一般廃棄物の収集運搬において必要不可欠で

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 あり、市の指導により、ごみ集積所が適正に確保できる。ま
□その他 　促進された た、周辺の住環境に配慮し設置することが大変重要である。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

事前協議の結果、ごみ集積所の必要性と基準の重要性に理解を得られた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 8,104 △23 7,973 98.38
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

経費の削減に努めたため。

△0.28

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.23

％ 10万円 1.25 101.63

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、一般廃棄物の収集運搬を効率的に行い、もって住宅地内の公衆衛生上の問題を未然に防ぐために必要不可欠な事業であることから、
今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 308 課コード 0402 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・クリーンセンター

個別事業 ごみ集積所の設置事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.7 人）
(1)事業概要

(当　初) 8,104 千円 (うち人件費 6,160 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12102 重点１ ○有 ●無 (計画名) 一般廃棄物対策基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

資源を大切にし、資源の循環を進めるくらしを実現するため、市民、事業者、市が一体となって、総ごみ排 生活上必要なごみ集積所を



集積所で発生する諸問題に的確に対応し、市民、事業者、市が一体となってごみの減量を図ると共に３
施策目的・

(2)目的 出量の削減と福島第一原発事故以前の全国トップレベルの資源化率を回復するとともに、新たな廃棄物処理 事業目的 Ｒの意識を高める。
展開方向

施設の整備に合わせた効率的かつ効果的なごみと資源の分別の研究などに取り組み、ごみの発生抑制を軸と
・ごみ集積所に排出された物が起因する問題の対応。　 ・ごみや資源等の排出指導、資源回収用具配布等は随時。
・自治会等に資源回収用具の配布。 ・資源物持ち去りが多い地区の早朝パトロールは適時。
・行政機関へカレンダー等の設置。 当該年度 ・自治会等に資源回収用具当番に関する意向調査（７月）集計（１０月）。
・クリーンカレンダー及び分け方出し方の作成。 執行計画 ・あびこクリーンカレンダー作製（１２月）配布（３月）。

(3)事業内容 内　　容 ・資源回収用具管理業務委託に関する説明会。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・事業所の排出指導は随時。
　　　　 ・集積所管理計画書の整備。

パトロール、排出指導、用具配布の回数。 想定値 150当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 140

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市民からごみに関する苦情を無くし、ごみ減量のため分別の必要性を理解してもらう。 直接 指導件数 件 11 9

令和 2年度 同上 直接 指導件数 件 8

令和 3年度 同上 直接 指導件数 件 6

分別状況の悪い集積所や資源持ち去り等には早朝パトロールを実施。集合住宅などは管理会社やオーナーに連絡を取り指導。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品（資源回収袋等） 3,490 消耗品（資源回収袋等） 5,510 5,059 消耗品（資源回収袋等） 5,510 消耗品（資源回収袋等） 5,510
印刷製本（カレンダー等） 785 印刷製本（カレンダー等） 791 522 印刷製本（カレンダー等） 791 印刷製本（カレンダー等） 791
委託料 1,331 場内清掃委託料 1,087 1,087 場内清掃委託料 1,087 場内清掃委託料 1,087
車両維持費 278 車両維持費 370 276 車両維持費 370 車両維持費 370
廃棄物処理委託料（動物） 276 廃棄物処理委託料（動物） 260 123 廃棄物処理委託料（動物） 260 廃棄物処理委託料（動物） 260

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 6,160 合　　計 8,018 7,067 合　　計 8,018 合　　計 8,018
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 6,160 8,018 7,067 8,018 8,018

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.8 0.7 0.7 0.8 0.8
正職員人件費 7,040 6,160 6,160 7,040 7,040

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 13,200 14,178 13,227 15,058 15,058
(11)単位費用

88千円／回 94.52千円／回 94.48
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　資源循環型社会構築には、市民、事業者、市の三者が連携することによりごみの減量及び資源の有効利用を図るために ●①事前確認での想定どおり
は必要です。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

適正な分別に基づくごみの減量と資源の有効利用は必要不可欠であり、継続して市民や事業者に協力を求める啓発を進め
る。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 廃棄物処理法に基づき、市民による生活環境の保全の取り組

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 みを推進するため、市が実施しなければならない。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
11 9 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

パトロール等の実施による。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 8 112.5
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 14,178 △978 13,227 93.29
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△7.41

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.06

件 10万円 0.06 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
適正な分別に基づくごみの減量と資源の有効利用は必要不可欠であり、今後も現状どおり啓発を推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 310 課コード 0402 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 環境経済部・クリーンセンター

個別事業 排出指導対策事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.7 人）
(1)事業概要

(当　初) 14,043 千円 (うち人件費 6,160 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 14,178 千円 (うち人件費 6,160 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12102 重点１ ○有 ●無 (計画名) 一般廃棄物対策基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

資源を大切にし、資源の循環を進めるくらしを実現するため、市民、事業者、市が一体となって、総ごみ排 ごみ



生する焼却灰を最終処分場に埋立処分することなく、資源としてリサイクルすることで資源
施策目的・

(2)目的 出量の削減と福島第一原発事故以前の全国トップレベルの資源化率を回復するとともに、新たな廃棄物処理 事業目的 循環型社会を実現する。
展開方向

施設の整備に合わせた効率的かつ効果的なごみと資源の分別の研究などに取り組み、ごみの発生抑制を軸と しかし、現在は、放射能対策のため埋立処分をしており、焼却灰のうち一部のみのリサイクルとしていく。
・焼却施設に保管している主灰と飛灰を委託で中間処理し、路盤材としてリサイクルする。 ・雑草や落葉を可燃ごみから分別回収し、焼却しないことで焼却灰の放射能濃度の低減を図る。
・これまで混合灰として搬出していた焼却灰を飛灰と主灰に分離することで、埋立処分が可能となったため ・焼却灰を飛灰と主灰に分離排出ができる設備を２５年度に設置し、飛灰の排出の際には直接運搬車両への
、リサイクルに併せて埋立処分を実施していく。 当該年度 積込が可能となった。
・放射能対策として、リスク分散のため複数の処分場と契約し処理委託する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ・複数の処分場へ処理委託するため、複数の所在市に埋立処分量に相当する環境協力負担金を納める。

灰の処分量 想定値 3,800当該年度
単位 ｔ

活動結果指標 実績値 3,741

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 可燃ごみ焼却量の削減（３％） 直接 灰の処分量 ｔ 3,800 3,700

令和 2年度 同上 直接 同上 ｔ 3,700

令和 3年度 同上 直接 同上 ｔ 3,600

一般廃棄物を自区域外に処分する場合には、中間処理場や埋立処分場のある市町村との協議に基づき合意を得る必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

焼却灰の溶融固化処理 18,620 焼却灰の溶融固化処理 23,274 23,131 焼却灰の溶融固化処理 23,705 焼却灰の溶融固化処理 23,705
４００ｔ×４３，１００×１．０８ ５００ｔ×４３，１００×１．０８ ５００ｔ×４３，１００×１．１ ５００ｔ×４３，１００×１．１
焼却灰運搬処分（主灰、飛灰） 83,700 焼却灰運搬処分（主灰、飛灰） 88,164 87,379 焼却灰運搬処分（主灰、飛灰） 88,660 焼却灰運搬処分（主灰、飛灰） 88,660
２，５００ｔ×３１，０００×１．０８ ８００ｔ×３１，０００×１．０８ ２，６００ｔ×３１，０００×１．１ ２，６００ｔ×３１，０００×１．１
焼却灰運搬処分業務 25,488 １，８００ｔ×３１，０００×１．１ 焼却灰等溶融資源化 36,575 焼却灰等溶融資源化 36,575
８００t×２９，５００×１．０８ 焼却灰等溶融資源化 30,996 27,085 ７００t×４７，５００×１．１ ７００t×４７，５００×１．１
焼却灰等溶融資源化 15,390 ７００t×４１，０００×１．０８ 環境保全協力負担金（鹿島・米沢） 3,790 環境保全協力負担金（鹿島・米沢） 3,790

実施内容 ３００t×４７，５００×１．０８ 環境保全協力負担金（鹿島・米沢） 3,852 3,498
環境保全協力負担金（主灰・飛灰） 4,170 ＊ 消耗品（キレート剤） 19,620 ＊ 消耗品（キレート剤） 19,620

(8)施行事項
費　　用 ＊ 消耗品（キレート剤） 20,898 ＊ 消耗品（キレート剤） 19,620 19,366

予算(決算)額 合　　計 168,266 合　　計 165,906 160,459 合　　計 172,350 合　　計 172,350
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 147,368 146,286 160,459 152,730 152,730

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 20,898 □特会 □受益 □基金 ■その他 19,620 0 □特会 □受益 □基金 ■その他 19,620 □特会 □受益 □基金 ■その他 19,620
換算人数(人) 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
正職員人件費 880 880 880 880 880

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 169,146 166,786 161,339 173,230 173,230
(11)単位費用

43.37千円／ｔ 43.89千円／ｔ 43.13
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

既存の焼却施設から発生する焼却灰は、ダイオキシンを含有しているためそのまま埋立することができない。循環型社会 ●①事前確認での想定どおり
を実現するため、新たな資源化を進めていく。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

可燃ごみ焼却灰をキレート処理し、埋立や資源化利用し適正な処理を行った。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市民によるごみ減量施策を市が推進することで焼却灰の減少

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 が図れる。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
市民のごみ分別により焼却灰の処分が適正に行われる。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 焼却灰の全量資源化が再開されるよう近隣事業者の調査を行 焼却灰の資源化の処分量を増量した。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している っていく。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(ｔ) 目標値(b)(ｔ) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(ｔ) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
3,800 3,700 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

可燃ごみの焼却量が減少したことで焼却灰の処分量が削減できた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 3,741 101.11
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 166,786 2,360 161,339 96.73
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.4

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.22

ｔ 10万円 2.32 104.5

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
ごみの焼却灰処分は、市民生活に直接かかわる必要不可欠な事業であり、市の主導で市民が排出時に排出抑制を行うことで減量が出来る。また
、焼却灰の資源化事業者への排出を増量することで環境負荷の低減が図れる。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 311 課コード 0402 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 環境経済部・クリーンセンター

個別事業 焼却灰処理事業(放射能対策） 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成27年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 166,786 千円 (うち人件費 880 千円）⑦事業費
総事業費 186,480 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12102 重点１ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

資源を大切にし、資源の循環を進めるくらしを実現するため、市民、事業者、市が一体となって、総ごみ排 焼却施設から発



「リデュース（排出抑制）、リユース（再利用）、リサイクル
施策目的・

(2)目的 出量の削減と福島第一原発事故以前の全国トップレベルの資源化率を回復するとともに、新たな廃棄物処理 事業目的 （再生利用）」や環境行政に関する適切な情報提供を行うことにより、市民や事業所の意識向上を図ること
展開方向

施設の整備に合わせた効率的かつ効果的なごみと資源の分別の研究などに取り組み、ごみの発生抑制を軸と で事業への積極的な取り組みが期待できる。
市民、事業者に対し様々な機会を利用し、ごみの減量化に向け３Ｒ「リデュース（排出抑制）、リユース（ ○主な取組の執行計画
再利用）、リサイクル（再生利用）」の推進等の啓発活動を行う。 ・市民団体の勉強会等での講義
・出前講座での啓発 当該年度 ・自治会等を通じて啓発活動の実施
・ホームページ、広報での啓発 執行計画 ・資源分別の徹底指導（早朝指導、自治会を通じての周知）

(3)事業内容 内　　容 ・わかりやすいホームページを作成 ・ホームページでの啓発
・広報や清掃事業概要での周知
広報やホームページでの啓発活動数 想定値 4当該年度

単位 回
活動結果指標 実績値 4

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 ３Ｒ推進によるごみの減量と資源化 間接 資源化率 ％ 10 27

令和 2年度 同上 間接 同上 ％ 28

令和 3年度 同上 間接 同上 ％ 30

市民・事業所・市と協働により、ごみの減量と資源化の推進が進んでいるが、基本計画に基づく数値目標には届いていない。引
(7)事業実施上の課題と対応 き続き、広報やホームページ等の利活用により啓発活動を行い、市民・事業者の協力を仰ぐ必要がある。福島第一原発の放射能 代替案検討 ○有 ●無

漏れの影響でクリーンフェスタは当面中止。放射能の影響により、未だ資源化できないものが多くあり目標達成は難しい。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

キャンペーン用消耗品 消耗品 消耗品 消耗品
　石けん購入　 40 石けん購入費 30 0 石けん購入費 30 石けん購入費 30

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 40 合　　計 30 0 合　　計 30 合　　計 30
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 40 30 0 30 30

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2
正職員人件費 1,760 1,760 1,760 1,760 1,760

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,800 1,790 1,760 1,790 1,790
(11)単位費用

360千円／回 447.5千円／回 440
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

ごみの減量や資源化を推進するためには、３Ｒ「リデュース（発生抑制）、リユース（再利用）、リサイクル（再生利用 ●①事前確認での想定どおり
）」につての情報提供や啓発により、環境負荷の少ない資源循環型社会の構築を目指すとともに、市民、事業者、行政が ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 責任を持って対応していかなければならないもので、本事業の必要性は高いものと考えられる。 ○要
   背景は？(事業の必要性) 放射能対策が必要な現下の状況において、放射性セシウム１３７の半減期（３０年）の半分（１５年）程度の期間は、資 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

源化よりも発生抑制や再使用により重点を置く方向性も考えられる。 排出抑制や資源化の啓発は重要な事業。より多くの市民への啓発方法の研究が必要。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第4条第1項及び第4項 □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 一般廃棄物の処理責任が市町村にあるため

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
10 27 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

放射能問題が収束していないことも原因の1つと考えられる
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 23 85.19
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,790 10 1,760 98.32
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.56

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 事業費自体はあまり変動しないため

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.51

％ 10万円 1.31 86.75

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
廃棄物の適正な処理は必要不可欠であることから現状通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 312 課コード 0402 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・クリーンセンター

個別事業 ごみ減量・資源化の啓発事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,790 千円 (うち人件費 1,760 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12102 重点１ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

資源を大切にし、資源の循環を進めるくらしを実現するため、市民、事業者、市が一体となって、総ごみ排 ごみの減量及び資源化を推進するため、３Ｒ



者、市が一体となって、総ごみ排 市民、事業者、市が一体となってごみの発生抑制、再使用、再生利用を推進することにより、資源循環型社
施策目的・

(2)目的 出量の削減と福島第一原発事故以前の全国トップレベルの資源化率を回復するとともに、新たな廃棄物処理 事業目的 会の構築を図る。特に事業系の３Ｒ「リデュース（排出抑制）、リユース（再利用）、リサイクル（再生利
展開方向

施設の整備に合わせた効率的かつ効果的なごみと資源の分別の研究などに取り組み、ごみの発生抑制を軸と 用）を進める。
　ごみの減量やリサイクル活動などを積極的に実施、又は、予定の事業所を「ごみ減量・リサイクル推進事 ・訪問や概要書類を郵送して参加を募る。
業所」と認定。市は、事業所の取り組みをホームページや広報等により市民へ紹介。事業所に認定プレート ・認定事業所をホームページで随時紹介、年２回広報あびこに一覧で掲載し市民に周知。
を貸与、店頭に掲示し消費者に周知する。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

事業所に訪問等の件数 想定値 100当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 66

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 ごみ減量を図るため、より多くの事業所を認定し協力体制を確立する。 直接 認定事業所数 店舗 115 120

令和 2年度 同上 直接 同上 店舗 130

令和 3年度 同上 直接 同上 店舗 140

　事業所側のメリットに乏しいことから、市ホームページに随時、年２回広報あびこに掲載、事業者を紹介し市民にPRする。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ●有 ○無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

車両維持費 252 車両維持費 370 275 車両維持費 370 車両維持費 370

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 252 合　　計 370 275 合　　計 370 合　　計 370
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 252 370 275 370 370

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8
正職員人件費 7,040 7,040 7,040 7,040 7,040

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,292 7,410 7,315 7,410 7,410
(11)単位費用

72.92千円／件 74.1千円／件 110.83
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

 事業系廃棄物については、簡易包装の推進やレジ袋の削減、梱包材の再使用などごみ減量に向けた取り組みが始まって ●①事前確認での想定どおり
いるが、可燃ごみとして搬入されるごみの中には、資源として分別されるものがまだ多く含まれています。事業所の排出 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 指導を強化するとともに、ごみの減量や資源化を積極的に実施している事業所を「ごみ減量・リサイクル推進事業所」と ○要
   背景は？(事業の必要性) 認定し市民にＰＲする本事業は資源循環型社会構築のために有効な手法である。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

事業者によるごみ減量及び資源の有効利用について認識を深めるための取り組みを進めた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 事業系一般廃棄物の減量等は、市が事業所へ訪問して啓発・

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 指導を行うことにより実効性が得られる。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(店舗) 目標値(b)(店舗) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(店舗) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
115 120 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

事業所が認定制度を理解し、事業に協力していただけたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 120 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,410 △118 7,315 98.72
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△1.62

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.62

店舗 10万円 1.64 101.23

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事業系一般廃棄物の減量等は、市が事業所へ訪問して啓発・指導を行うことにより実効性が得られることから、現状どおり推進する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 314 課コード 0402 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・クリーンセンター

個別事業 ごみ減量・リサイクル推進事業所認定制度事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成16年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.8 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,275 千円 (うち人件費 7,040 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 7,410 千円 (うち人件費 7,040 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12102 重点１ ○有 ●無 (計画名) 一般廃棄物対策基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

資源を大切にし、資源の循環を進めるくらしを実現するため、市民、事業



排水による公共水域の水質汚濁を防止するため、高度処理型合併浄化槽を設置するものに対し、予算の
施策目的・

(2)目的 、生活排水に対して適正な処理を行うための取り組みを推進します。また、降雨に伴い道路や市街地から流 事業目的 範囲において補助金を交付する。
展開方向

入する汚濁負荷の削減を図るため、国に対し負荷対策に関する調査研究の推進と効果的な対策の促進を働き
下水道供用開始区域及び地域し尿処理場で処理する区域以外の区域であって、手賀沼及び利根川に生活排水 ・利根川流域　5人槽 １０基、6～7人槽　６基、8～10人槽　１基　　計１７基　　　　　　　　　　　　
が排出される地域において、高度処理型合併浄化槽を設置する場合に補助を行なう。 平成１６年度から、 　　　　　　　　　　　
高度処理型合併浄化槽（合併浄化槽で、放流水１㍑あたりの総窒素濃度の日間平均値が２０ｍｇ以下又は総 当該年度 ・手賀沼流域　5人槽 １０基、6～7人槽　７基、8～10人槽　２基　　計１９基　　　　　　　　　　　　
燐濃度の日間平均平均値が１ｍｇ以下の機能を有するものをいう）のみを補助対象とする。また、単独浄化 執行計画 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(3)事業内容 内　　容 槽（し尿のみを処理するもの）から高度処理型合併浄化槽に転換する場合は、１８万円を限度に補助を行な ・内転換補助分　　　４基
う。
平成３１年度からは単独処理浄化槽から合併処理浄化槽に転換時の配管費用１０万円をげんどに補助を行う 合併浄化槽補助基数 想定値 36当該年度
。 単位 基

活動結果指標 実績値 29

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 年間補助基数　　　　　　　　３６基 直接 設置補助基数 基 33 36

令和 2年度 年間補助基数　　　　　　　　３６基 直接 同上 基 36

令和 3年度 年間補助基数　　　　　　　　３６基 直接 同上 基 36

市民の利便性を考慮した窓口の検討と、制度のＰＲを広報、ＨＰ等で周知していく。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

高度処理型合併処理浄化槽設置補助 13,503 高度処理型合併処理浄化槽設置補助 13,903 13,748 高度処理型合併処理浄化槽設置補助 13,903 高度処理型合併処理浄化槽設置補助 13,903

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 13,503 合　　計 13,903 13,748 合　　計 13,903 合　　計 13,903
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 13,503 13,903 13,748 13,903 13,903

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.55 0.55 0.55 0.55 0.55
正職員人件費 4,840 4,840 4,840 4,840 4,840

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 18,343 18,743 18,588 18,743 18,743
(11)単位費用

509.53千円／基 520.64千円／基 640.97
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

下水道整備事業の整備計画が進まない中、下水道未整備区域における生活排水は、河川・湖沼の環境を著しく汚染してい ○①事前確認での想定どおり
ます。この事業は、高度処理型合併処理浄化槽の設置基数を増やすことにより、環境に対する負荷を低減することを目的 ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ としており、河川・湖沼の水質汚濁防止のため必要な事業です。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

申請件数が当初見込みより少なかった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 公共用水域の水質汚濁を防止するとともに、環境負荷の低減

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 を図るため、市の主導による補助金交付事業を行う必要があ
□その他 　促進された る。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
市の主導事業

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 高度処理型の合併処理浄化槽を設置する際に補助金を交付し 水質環境保全のため高度処理型合併処理浄化槽を設置する際 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 公共用水への汚染負荷低減を図っている。 に補助金を交付し公共用水域への汚染負荷低減を図っている ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している 。

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(基) 目標値(b)(基) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(基) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
33 36 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

申請件数が当初見込みより少なかった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 29 80.56
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 18,743 △400 18,588 99.17
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△2.18

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 合計申請件数は見込みより少なかったが、単独処理浄化

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 槽から高度処理型合併処理浄化槽に転換する交付件数が

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.19 見込みの4件より多い8件あったため公共用水域の環境負

基 10万円 0.16 84.21 荷の低減に繋がった。

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
下水道未整備区域において、高度処理型合併処理浄化槽の設置は河川や湖沼の水質汚濁防止につながり、補助金の交付は市民の負担軽減となる
ことから引き続き現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 315 課コード 0402 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・クリーンセンター

個別事業 高度処理型合併浄化槽設置整備補助事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成 2年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.55 人）
(1)事業概要

(当　初) 18,743 千円 (うち人件費 4,840 千円）⑦事業費
総事業費 13,503 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 11102 重点１ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

手賀沼の水質を改善するため、下水道の整備や早期接続の促進、高度処理型合併処理浄化槽の設置補助など 生活



法投棄や野焼きを未然に防止するため、パトロールの強化や、ゴミゼロ運動等により市民の快適な生活環
施策目的・

(2)目的 路上喫煙、犬の糞害に対する指導、不法投棄と野焼きに対する監視や戸別指導を実施して、公害や生活環境 事業目的 境を確保する。
展開方向

の悪化を防止します。また、ＰＭ２．５や放射性物質などの新たな環境問題については、国、県、近隣自治
不法投棄パトロールの回数を増やし、早期発見・早期回収することで不法投棄を未然に防止する。市民、環 (不法投棄)　　　　　　　　　　　　　　　　　　(ゴミゼロ運動)
境美化推進委員や不法投棄監視委員からの情報及び通報には即応するとともに、投棄現場の地権者には再発 随時　重点地区パトロール、不法投棄ごみ回収　　４月　自治会、スポーツ少年団に協力要請し参加を募る
防止対策等を促し、不法投棄防止についての協力を求めていく。 当該年度 　　　野焼き指導、古利根沼清掃　　　　　　　 　 　　環境美化推進員、不法投棄監視員、協業組合、許
また、産廃については県の管理下にあり、保管場所等で疑わしい場所は大規模な不法投棄に発展しないよう 執行計画     ６月　県下一斉産廃パトロール　　　　　　　　　　可業者等に協力要請

(3)事業内容 内　　容 県との連絡を密にし、未然防止を図る。 　１２月  手賀沼ふれあい清掃                  ５月　参加団体へ用具の配布、集積所の地図作成
  １２月　年末夜間パトロール　                ５月２６日（日）　ゴミゼロ運動実施
パトロール及び通報件数 想定値 200当該年度

単位 回
活動結果指標 実績値 107

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 不法投棄パトロールを強化し、発生件数や回収量を減らす。 直接 不法投棄回収量 ｔ 8.8 8

令和 2年度 同上 直接 同上 ｔ 7

令和 3年度 同上 直接 同上 ｔ 6

不法投棄は夜間に多発しており、夜間パトロールも必要である。ゴミゼロ運動は収集業務委託により車両、人員の確保が課題
(7)事業実施上の課題と対応 になる。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品（看板、他） 265 消耗品（看板、他） 194 196 消耗品（看板、他） 194 消耗品（看板、他） 194
不法投棄撤去委託料 535 不法投棄撤去委託料 508 506 不法投棄撤去委託料 508 不法投棄撤去委託料 508
車両維持費 278 車両維持費 369 274 車両維持費 369 車両維持費 369
消火器処分手数料 35 消火器処分手数料 25 0 消火器処分手数料 25 消火器処分手数料 25

2号嘱託職員報酬1名（0.1） 260 260 2号嘱託職員報酬1名（0.1） 260 2号嘱託職員報酬1名（0.1） 261

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,113 合　　計 1,356 1,236 合　　計 1,356 合　　計 1,357
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,113 1,356 1,236 1,356 1,357

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.9 0.6 0.6 0.9 0.9
正職員人件費 7,920 5,280 5,280 7,920 7,920

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 261 0 261 261
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 9,033 6,636 6,516 9,276 9,277
(11)単位費用

36.13千円／回 33.18千円／回 60.9
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市民の快適な生活環境を確保するとともに環境美化の推進を図る。近年、我孫子市においても一般廃棄物（ 廃家電、 ●①事前確認での想定どおり
タンス類等 ）少量の不法投棄が増加の傾向にあります。監視、指導体制を強化することにより、不法投棄の拡大を ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 抑制する。ゴミゼロ運動により「緑豊かな美しいまちづくり」と「資源循環型社会の構築」に寄与する。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

生活環境の保全は、公衆衛生上必要不可欠であり、廃棄物の適正処理に係る指導は自治体の重要な業務である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 廃棄物処理法に基づく事業であるため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ゴミゼロ運動や通報については、自治会、環境美化推進委員 環境美化推進員及び不法投棄監視員等の協力により早期通報 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 、不法投棄監視員等の協力を得て、ボランティアグループに 、早期の注意喚起に努め、投棄物の留置期間を確保した。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り は、ごみ袋の提供、当日出たごみの回収を行うことで協働で ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している 実施する。 ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 不法投棄の未然防止。また、不法投棄された場合でも早期発 早期の注意喚起により、環境悪化の防止に貢献した。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 見、早期回収をすることにより、環境負荷の軽減につながる ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している 。

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(ｔ) 目標値(b)(ｔ) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(ｔ) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
8.8 8 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

パトロール等の実施により、投棄量が減少したと考えられる。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 3.45 231.88
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,636 2,397 6,516 98.19
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

26.54

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 事業全体を通じて経費の削減に努めた。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.12

ｔ 10万円 0.05 240

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
良好な生活環境を保全するため、現状どおり推進する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 316 課コード 0402 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・クリーンセンター

個別事業 不法投棄防止対策事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.6 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,502 千円 (うち人件費 5,280 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 6,636 千円 (うち人件費 5,280 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 一般廃棄物対策基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

良好な生活環境を維持するため、定期的な環境調査や事業所などへの監視・指導を継続して行うとともに、 不



行うとともに、 子どもをはじめ歩行者などへの危害を防止し、清潔で安全かつ快適な生活環境を確保する。
施策目的・

(2)目的 路上喫煙、犬の糞害に対する指導、不法投棄と野焼きに対する監視や戸別指導を実施して、公害や生活環境 事業目的
展開方向

の悪化を防止します。また、ＰＭ２．５や放射性物質などの新たな環境問題については、国、県、近隣自治
我孫子市内全域で路上喫煙を禁止。 通年・禁煙重点地区内で、違反者に対する口頭指導、改善命令、過料徴収の実施。
特にＪＲ駅周辺には禁煙重点地区を設け、指導員（警察職ＯＢ等）による巡回パトロールをしながら 　　・午前６時から午後８時まで、監視範囲を拡大し啓発・指導を強化する。
口頭指導、改善命令、過料徴収を行なう。指導員は犬フン、ポイ捨ての指導や回収も行なう。 当該年度     ・広報・ＨＰ等でより一層の周知徹底を図る。   

執行計画 ７月　　　　　　：吸殻定点調査。
(3)事業内容 内　　容 ５・１０月：駅頭における早朝キャンペーン。

指導時間 想定値 1,458当該年度
単位 時間

活動結果指標 実績値 1,200

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 路上喫煙の防止、喫煙者のマナー向上を図り指導件数の減少を目指す。 直接 指導等措置件数 件 570 570

令和 2年度 同上 直接 同上 件 550

令和 3年度 同上 直接 同上 件 530

違反者数を減らすため、全市的に周知徹底を図る。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

３号嘱託報酬4名（1×4） 12,563 3号嘱託報酬3名（1.0×3） 9,472 9,472 3号嘱託報酬3名（1.0×3） 9,472 3号嘱託職員報酬3名（1.0×3） 9,472
消耗品（作業着、他） 423 消耗品（路面シール、他） 319 209 消耗品（作業着、他） 319 消耗品（作業着、他） 319
車両維持費 277 車両維持費 368 272 車両維持費 368 車両維持費 368

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 13,263 合　　計 10,159 9,953 合　　計 10,159 合　　計 10,159
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 13,263 10,159 9,953 10,159 10,159

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.75 0.5 0.5 0.75 0.75
正職員人件費 6,600 4,400 4,400 6,600 6,600

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 12,563 9,472 0 9,472 9,472
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 19,863 14,559 14,353 16,759 16,759
(11)単位費用

13.57千円／時間 9.99千円／時間 11.96
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

近年、路上喫煙による他人への危害、受動喫煙による健康被害等が社会問題になっており、対策として県内近隣市（千葉 ●①事前確認での想定どおり
、市川、船橋、流山、八千代、鎌ヶ谷、浦安、印西、習志野、市原、柏、佐倉、松戸、四街道、野田、白井、我孫子）で ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 、路上喫煙やポイ捨てを禁止する合同のキャンペーンを実施しています。本市においても、市政への手紙等で路上喫煙を ○要
   背景は？(事業の必要性) 規制してほしいとの要望もあることから、さわやかな環境づくり条例の中に路上喫煙等の防止を盛り込み市民に周知する ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

ことで、喫煙者のより一層のマナー向上を図るとともに、市民の安全な生活環境を確保する。 安全で清潔な生活環境の保持に資する事業は重要である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市条例に基づく事業であり、市民のモラルに頼るには限界が

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 あるため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ●要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる 警察職ＯＢ等による禁煙重点地区内での口頭指導、改善命令 □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した 、過料徴収を実施することにより、市民の安全確保、快適な □⑦その他
サービスが保証される 生活環境の確保。 ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

■その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民の関心が寄せられることで、禁煙重点地区の位置づけが ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 広く市民の知るところとなる。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
広報やホームページ、ＪＲ駅周辺でのキャンペーン等による市民への周知啓発。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 生活環境の保全に貢献。 ポイ捨てごみの回収をあわせて実施し、環境の悪化を抑える ●①想定どおり
□②生き物と共存している 。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ●要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
570 570 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

市内全域で歩きたばこは禁止、禁煙重点地区における路上喫煙は禁止ということ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 288 197.92

が、市民に浸透してきたため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 14,559 5,304 14,353 98.59
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

職員を削減して取り組んだため。

26.7

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 専従する職員の人件費が過大であるため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.92

件 10万円 2.01 195.02

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ●縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
禁煙重点地区における監視・指導には一定の効果がみられ、指導等措置件数が減少していることから、専従の職員を削減する方向で縮小する。 来年度から専従する職員を削減して実施していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 317 課コード 0402 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・クリーンセンター

個別事業 路上喫煙防止対策事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成17年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 14,425 千円 (うち人件費 4,400 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 14,559 千円 (うち人件費 4,400 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 一般廃棄物対策基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

良好な生活環境を維持するため、定期的な環境調査や事業所などへの監視・指導を継続して



及び汚泥を最終処分場に埋立処分するもの。
施策目的・

(2)目的 出量の削減と福島第一原発事故以前の全国トップレベルの資源化率を回復するとともに、新たな廃棄物処理 事業目的
展開方向

施設の整備に合わせた効率的かつ効果的なごみと資源の分別の研究などに取り組み、ごみの発生抑制を軸と
　市では、最終処分場がないため北茨城市にある最終処分場に不燃物及び汚泥の埋立を委託している。 ・不燃物及び運搬処分５７０ｍ3

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

不燃物の処理量 想定値 570当該年度
単位 ㎥

活動結果指標 実績値 532

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 不燃ごみの処理量の削減し、適正な埋立処分を行う。 直接 適正な埋立処分率 % 100 100

令和 2年度 不燃ごみの処理量の削減し、適正な埋立処分を行う。 直接 同上 % 100

令和 3年度 同上 直接 同上 % 100

一般廃棄物を自区域外に処分する場合には、最終処分場のある市町村との協議に基づき合意を得る必要がある。不燃物類に含ま
(7)事業実施上の課題と対応 れるセトモノ類の資源化を研究し削減を図る。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

不燃物及び汚泥処分 20,806 不燃物及び汚泥処分 19,860 18,566 不燃物及び汚泥処分 20,064 不燃物及び汚泥処分 20,064
602ｍ3×32,000円×1.08 320ｍ3×32,000×1.08=11,059,200 570ｍ3×32,000円×1.1 570ｍ3×32,000円×1.1
環境保全負担金 341 250ｍ3×32,000×1.1=8,800,000 環境保全負担金 322 322
北茨城までの旅費 4 環境保全負担金 322 320 北茨城までの旅費 3 3
有料道路料金 36 北茨城までの旅費 3 1 有料道路料金 30 30

有料道路料金 30 5

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 21,187 合　　計 20,215 18,892 合　　計 20,419 合　　計 20,419
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 21,187 20,215 18,892 20,419 20,419

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.55 0.55 0.55 0.55 0.55
正職員人件費 4,840 4,840 4,840 4,840 4,840

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 26,027 25,055 23,732 25,259 25,259
(11)単位費用

43.23千円／㎥ 43.96千円／㎥ 44.61
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

粗大ごみ処理施設から発生する不燃物及び汚泥は、リサイクルできないため最終処分場に埋立処分するもの。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

ごみの分別を行い最終処分する量の低減が図れた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 最終処分場を有しない我孫子市は、民間処分場を有する他市

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 町と協議を行い、不燃物の処分を行う必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民がごみの分別徹底することで埋立て処分する不燃物が低 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 減できた。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
市の単独事業

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 市民がごみの分別を行うことで埋立て処分する不燃物が削減 ●①想定どおり
□②生き物と共存している し、環境負荷の低減に繋がった。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
埋立て処分量を軽減し環境負荷の低減に貢献している。

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

ごみの分別を行い最終処分する量の低減が図れた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 25,055 972 23,732 94.72
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

3.73

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 不燃物の埋立て数量が低減できるよう場内で分別をより

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 一層徹底した。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.4

% 10万円 0.42 105

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
最終処分場を有しない我孫子市として、不燃物の埋立て処分を行っている事業者の確保は重要であることから、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 318 課コード 0402 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・クリーンセンター

個別事業 廃棄物最終処分事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.55 人）
(1)事業概要

(当　初) 25,055 千円 (うち人件費 4,840 千円）⑦事業費
総事業費 22,034 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12102 重点１ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

資源を大切にし、資源の循環を進めるくらしを実現するため、市民、事業者、市が一体となって、総ごみ排 粗大ごみ処理施設から発生する不燃物



成推進基本法に基づき、災害対応拠点 新廃棄物処理施設の建設にあたり、既存施設の適正な維持管理を行いながら、我孫子市単独の事業として環
施策目的・

(2)目的 機能を高めることを視野に入れ、環境負荷の少ない、効率的で効果的な施設として整備します。 事業目的 境負荷に配慮した整備を行っていく。
展開方向

新廃棄物処理施設を現クリーンセンター敷地内に建設するにあたり、２８年度から２０１９年度の継続事業 新廃棄物処理施設の整備にあたり、国（環境省）の「循環型社会形成推進交付金」を活用し、事業を進める
として、環境影響評価を実施するとともに、平成３０年度から２０１９年度の継続事業として、新廃棄物処 とともに、廃棄物基本問題調査会への諮問、地元との協議・調整を図る。
理施設整備運営事業者の選定支援業務を実施する。 当該年度 ・環境影響評価（H28年度～H31年度10月頃まで）

執行計画 ・新廃棄物処理施設建設工事に伴う施設整備運営事業事業者選定支援等業務委託（H30年度~2019年度）
(3)事業内容 内　　容 ・土壌汚染対策工事実施設計業務委託（2019年度中）

各種計画（環境影響評価、土壌汚染対策工事実施設計など）を実施す 想定値 100当該年度
る。 単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 新廃棄物処理施整備の行程表の進捗率 直接 進捗率 ％ 10 20

令和 2年度 新廃棄物処理施設整備の行程表の進捗率 直接 進捗率 ％ 50

令和 3年度 新廃棄物処理施設整備の行程表の進捗率 直接 達成率 ％ 100

既存焼却炉や粗大ごみ処理施設等の老朽化が著しく、想定外の修理・補修が必要になっている。新廃棄物処理施設整備計画を進
(7)事業実施上の課題と対応 めつつ、既存施設が５年間稼働できるよう大規模な修繕が必要と考える。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 環境影響評価（継続費Ｈ28～Ｈ31） 56,160 ＊ 環境影響評価（継続費Ｈ28～Ｈ31） 25,920 10,044 廃棄物基本問題調査会委員報酬 196 廃棄物基本問題調査会委員報酬 196
廃棄物基本問題調査会委員報酬 245 廃棄物基本問題調査会委員報酬 196 84 ＊ 新廃棄物処理施設建設に伴う支障とな ＊ 現焼却施設解体設計 0

＊ 旧溶融施設解体工事に伴う家屋事後 2,881 ＊ 新廃棄物処理施設建設に伴うアドバイ 11,448 8,782 る既存施設の撤去・移設費 0 ＊ 環境影響評価事後評価 0
調査及び復旧費用算定業務 ザリ業務（継続費Ｈ30～Ｈ31） ＊ 災害廃棄物処理計画策定業務 7,458 ＊ 新クリーンセンター整備事業 7,900,087

＊ 新廃棄物処理施設建設に伴う土壌調査 39,744 ＊ 新廃棄物処理施設整備運営事業者選定 200 200 ＊ 土壌汚染対策工事 0 【継続費】31年～34年（年割額）
業務 委員会委員報酬 ＊ 新クリーンセンター整備事業 4,740,053 設定総額（15,800,176千円）

＊ 新廃棄物処理施設建設に伴うアドバイ 16,848 ＊ 土壌汚染対策工事実施設計業務 9,904 9,020 【継続費】31年～34年（年割額） ＊ 新廃棄物処理施設建設工事施工監理 50,000
実施内容 ザリ業務（継続費Ｈ30～Ｈ31） ＊ 新クリーンセンター整備事業 0 0 設定総額（15,800,176千円） ＊ 新廃棄物処理施設運営・維持管理 0

＊ 新廃棄物処理施設整備運営事業者選定 400 【継続費】31年～34年（年割額） ＊ 新廃棄物処理施設運営・維持管理 0 【債務負担行為】35年～54年
(8)施行事項

費　　用 委員会委員報酬 設定総額（15,800,176千円） 【債務負担行為】35年～54年 設定総額（11,237,695千円）
＊ リサイクルセンター整備詳細計画作成 12,204 ＊ 新廃棄物処理施設運営・維持管理 0 0 設定総額（11,237,695千円）

（H29年度からの繰越明許） 【債務負担行為】35年～54年
設定総額（11,237,695千円）

＊ 災害廃棄物処理計画策定業務委託【予 3,245 3,245
備費】

＊ 土壌汚染対策工事区域内建屋等撤去工 4,861 4,861
事実施設計業務委託【予備費】

＊ 資源保管場所等整備工事費【12月補 47,414 46,178
正】

＊ その他工事・委託【12月補正】 2,194 2,090
予算(決算)額 合　　計 128,482 合　　計 105,382 84,504 合　　計 4,747,707 合　　計 7,950,283
国庫支出金 補助率 33 ％ 37,584 補助率 33 ％ 15,789 3,009 補助率 33 ％ 1,592,186 補助率 33 ％ 2,653,643
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 666,100 充当率 90 ％ 4,535,800

(9)財源内訳
一般財源 15,098 12,179 11,800 5,168 50,196

その他の財源 □特会 □受益 ■基金 □その他 75,800 □特会 □受益 ■基金 ■その他 77,414 69,695 □特会 □受益 ■基金 ■その他 2,484,253 □特会 □受益 ■基金 □その他 710,644
換算人数(人) 2.1 3 3 2.4 2.4
正職員人件費 18,480 26,400 26,400 21,120 21,120

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 146,962 131,782 110,904 4,768,827 7,971,403
(11)単位費用

4,898.73千円／％ 1,317.82千円／％ 1,109.04
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

既存焼却施設の精密機能検査の結果、維持管理（定期補修・修繕）を適正に行えば耐用年数以降も運転可能なことから、 ●①事前確認での想定どおり
既存施設の維持管理を行ないながら、新規焼却施設等の建設に向けて各種計画策定を進めていかなければならない。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

事前評価のとおり、新規焼却施設の建設に向けて計画、工事や実施設計等を進めていかなければならない状況に変わりは
なかったため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 一般廃棄物の処理は、法令により市町村の責務として定めら

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 れているため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 市民も構成員として参画している、廃棄物基本問題調査会に 事前評価のとおり。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 事業計画を諮問する。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 環境負荷の低減、CO² の削減に寄与する。 新廃棄物処理施設を整備するにあたり、周辺環境に与える影 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 響を評価するために、環境影響評価を実施している。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
10 20 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

各種計画に基づき進めることができたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 20 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 131,782 15,180 110,904 84.16
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

入札により安価で契約できたため。

10.33

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ○①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

●②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.01

％ 10万円 0.01 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
現クリーンセンターは稼働から40年以上が経過し、老朽化による故障リスクや維持管理費用が増大しているため、新廃棄物処理施設の建設が急
務であることから、引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 319 課コード 0402 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・クリーンセンター

個別事業 新クリーンセンターの整備事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 3 人）
(1)事業概要

(当　初) 74,164 千円 (うち人件費 26,400 千円）⑦事業費
総事業費 86,238 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 131,782 千円 (うち人件費 26,400 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12103 重点なし ○有 ●無 (計画名) 一般廃棄物対策基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

新たな廃棄物処理施設（焼却施設と破砕処理施設）を、循環型社会形



尿処理施設、粗大ごみ処理施設（資源価値向上施設を含む）の定期補修を計画的に行なうこと
施策目的・

(2)目的 出量の削減と福島第一原発事故以前の全国トップレベルの資源化率を回復するとともに、新たな廃棄物処理 事業目的 により、廃棄物の適正処理を行なう。
展開方向

施設の整備に合わせた効率的かつ効果的なごみと資源の分別の研究などに取り組み、ごみの発生抑制を軸と
・焼却施設、粗大ごみ処理施設（資源価値向上施設を含む）、終末処理施設を施設整備基本方針に基づき、 ・維持補修工事（焼却施設　粗大ごみ処理施設　終末処理施設）計画に基づき補修を実施
廃棄物の処理に支障をきたすことがないように、維持管理を行う。 ・運転維持管理業務委託（焼却施設　粗大ごみ処理施設　終末処理施設）
また、施設運転維持管理については業務委託で実施している。 当該年度 ・平成31年度は、焼却炉の老朽箇所の修繕を実施。

執行計画
(3)事業内容 内　　容

施設の維持点検回数 想定値 690当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 690

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 事故、故障をなくして、円滑な施設の維持管理を行なう。 間接 円滑な施設運転稼動率 % 100 100

令和 2年度 同上 間接 同上 % 100

令和 3年度 同上 間接 同上 & 100

毎年、予算が削減されており、老朽化した施設の維持管理に支障をきたす恐れがある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

維持補修工事 241,236 維持補修工事 230,973 229,974 維持補修工事 259,634 維持補修工事 259,634
・焼却施設(183,561)　・粗大ごみ ・焼却施設(176,359)　・粗大ごみ ・焼却施設(205,309)　・粗大ごみ ・焼却施設(205,309)　・粗大ごみ
(35,416)　・終末,久寺家(22,061) (29,128)　・終末,久寺家(25,486) (29,129)　・終末,久寺家(25,196) (29,129)　・終末,久寺家(25,196)
運転維持管理業務委託 181,972 運転維持管理業務委託 186,911 184,047 運転維持管理業務委託 191,433 運転維持管理業務委託 191,433
・焼却施設(117,291)・粗大ごみ ・焼却施設(121,983)・粗大ごみ ・焼却施設(123,304)・粗大ごみ ・焼却施設(123,304)・粗大ごみ
(36,113)・終末,久寺家(28,568) (34,912)・終末,久寺家(30,016) (35,174)・終末,久寺家(32,955) (35,174)・終末,久寺家(32,955)
光熱水費（電気･水道） 60,025 光熱水費（電気･水道） 62,992 58,407 光熱水費（電気･水道） 61,860 光熱水費（電気･水道） 61,860

実施内容 ・焼却施設(47,490）・粗大ごみ ・焼却施設(50,009）・粗大ごみ ・焼却施設(47,490）・粗大ごみ ・焼却施設(47,490）・粗大ごみ
(4,095)・終末処理,久寺家(8,440) (4,663)・終末処理,久寺家(8,320) (4,095)・終末処理,久寺家(8,440) (4,095)・終末処理,久寺家(8,440)

(8)施行事項
費　　用 消耗品費 26,424 消耗品費 27,044 24,830 消耗品費 27,176 消耗品費 27,176

・焼却施設(18,501)　・粗大ごみ ・焼却施設(18,449)　・粗大ごみ ・焼却施設(18,449)　・粗大ごみ ・焼却施設(18,449)　・粗大ごみ
(400)　・終末処理,久寺家(7,523) (397)　・終末処理,久寺家(8,198) (397)　・終末処理,久寺家(8,330) (397)　・終末処理,久寺家(8,330)
嘱託職員報酬1名（0.5） 1,092 1号嘱託職員報酬1名（0.5） 1,093 1,093 1号嘱託職員報酬1名（0.5） 1,093 1号嘱託職員報酬1名（0.5） 1,093
★予備費★灰ﾋﾟｯﾄ外壁補強修繕 558 ★予備費★台風被害雨樋補修 111 111
★予備費★冷却水ｸｰﾗｰ取替修繕 6,437 ★予備費★ガス冷天井焼却炉耐火物追加 34,170 34,170
★予備費★ｸﾚｰﾝ階段他修繕 648 ★２月補正★焼却炉定期補修工事追加 40,854 40,854
★予備費★2号炉天井他(耐火物他修繕) 5,768
★予備費★久寺家処理場流量計交換修繕 683
★予備費★上新木処理場ﾌﾞﾛｯｸ塀改修工 7,517

予算(決算)額 合　　計 532,360 合　　計 584,148 573,486 合　　計 541,196 合　　計 541,196
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 532,360 584,148 573,486 541,196 541,196

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.6 1.7 1.7 1.7 1.7
正職員人件費 14,080 14,960 14,960 14,960 14,960

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 1,092 1,093 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 546,440 599,108 588,446 556,156 556,156
(11)単位費用

791.94千円／回 868.27千円／回 852.82
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

廃棄物の処理に支障をきたさないため、各施設の機器を維持管理することは、不可欠である。新規焼却施設の稼動年度ま ●①事前確認での想定どおり
で維持管理を行なう。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 高濃度の放射能の焼却灰等を扱う場所において、焼却炉運転作業員の安全確保のため保護具の使用が必要である。この消 ○要
   背景は？(事業の必要性) 耗品や積算線量計の使用等を運転維持管理に追加している。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

施設の老朽化が著しく故障時の緊急時にも対応し適正なごみ処理を行った。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が主導で施設の維持管理をすることで、安定的なごみ処理

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 や、し尿処理が可能となり、市民生活に支障が生じないよう
□その他 　促進された 生活環境の確保が出来る。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民生活に直接かかわるごみ処理等の施設維持管理をするこ ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り とでごみの分別の意識の向上につながった。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
市の単独事業

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 安定的にごみ処理やし尿処理を行うことで環境負荷の低減に ●①想定どおり
□②生き物と共存している 繋がった。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
電気や井戸水および灯油等の使用量を抑える。

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市民のごみ分別に対する協力と故障時の緊急対応によって施設の安定的な維持管
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

理が図れた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 599,108 △52,668 588,446 98.22
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△9.64

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.02

% 10万円 0.02 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
ごみ処理施設及びし尿処理施設は、老朽化が著しく延命化を図るため、修繕を適切に行うことが重要であることから、今後も現状どおり推進し
ていく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 320 課コード 0402 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 環境経済部・クリーンセンター

個別事業 施設の運転維持管理事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 1.7 人）
(1)事業概要

(当　初) 523,973 千円 (うち人件費 14,960 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 599,108 千円 (うち人件費 14,960 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12102 重点１ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

資源を大切にし、資源の循環を進めるくらしを実現するため、市民、事業者、市が一体となって、総ごみ排 焼却施設、し



利用で ・ひとり暮らしの高齢者や障害者などのごみ出しの負担を軽減し、自宅での生活を支援する。
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構
◎ごみ出しが困難なひとり暮らしの高齢者や身障者などを対象に家庭ごみ、資源、雑芥ごみを声掛けを行い ・申込み受付及び面談、可否決定、通知等随時
ながら戸別収集する。また、収集業務を適正に遂行できる業者を選定し委託により実施する。 ・新規申し込み等業者に収集依頼
①　申し出：希望者は電話やFAXなどでクリーンセンターに申し出る。 当該年度 ・業者との連絡調整
②　面談調査：担当者は、日程調整の上希望者と面談し、ごみ出しの状態や収集に関する要望を確認する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ③　審査、通知：面談の結果により可否を決定し、その旨を希望者に通知する。
④　収集の開始
◎集積所違反排出物回収業務　 新規利用件数　 想定値 44当該年度
①　集積所に排出されたごみや資源に注意シールを貼られて３～４週間を経過した排出物の回収をする。　 単位 件

活動結果指標 実績値 49

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 必要な人に適正に利用してもらう 間接 可決率 % 100 100

令和 2年度 必要な人に適正に利用してもらう 間接 可決率 % 100

令和 3年度 必要な人に適正に利用してもらう 間接 可決率 % 100

今後、各機関と調整し事業手法を検討したい
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

ふれあい収集委託料 6,603 ふれあい収集委託料 6,664 6,664 ふれあい収集委託料 6,664 ふれあい収集委託料 6,664
【債務負担】Ｈ29～Ｈ33 【債務負担】H29～H33 【債務負担】H29～H33 【債務負担】H29～H33
消耗品・他 134 消耗品・他 151 97 消耗品・他 151 消耗品・他 163
車輌経費 1,787 車輌経費 1,813 1,718 車輌経費 1,813 車輛経費 1,823

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 8,524 合　　計 8,628 8,479 合　　計 8,628 合　　計 8,650
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 8,524 8,628 8,479 8,628 8,650

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.75 0.75 0.75 0.75 0.75
正職員人件費 6,600 6,600 6,600 6,600 6,600

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 15,124 15,228 15,079 15,228 15,250
(11)単位費用

343.73千円／件 346.09千円／件 307.73
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

○　本市の高齢化率は平成２６年４月の２６．５％から将来的には３２％に上昇すると見込まれ、合わせて核家族化も進 ●①事前確認での想定どおり
むと思われる。高齢者にとってごみや１０種１６品目に及ぶ資源を分別し集積所まで運ぶことは、介護サービスではまか ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ないきれない範囲であり介護認定者以外の身体の不自由な人は、ごみ出しのために経済的負担を強いられていることにな ○要
   背景は？(事業の必要性) る。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

○　本事業は、より横断的に対応するため、単なる高齢者社会福祉として位置付けるのではなく、障害者,怪我人や妊婦 高齢者支援課や介護サービス事業者等の協力により、事業の認知度が高くなっている。
などの一時的に身体の不自由な人まで対象を広げることで、多くの人のごみ出しの負担を軽減し、在宅で生活する上での
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 介護保険や障害福祉サービスの対象とならない事業であり、

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 市で実施しなければならない。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 収集車両は低公害車を使用している。 収集車両には低公害車を使用している。また、事前面談時に ●①想定どおり
□②生き物と共存している ごみの分別について説明し、環境負荷の低減に努めている。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適切な面談調査に基づき審査をしているため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 15,228 △104 15,079 99.02
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△0.69

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.66

% 10万円 0.66 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
少子高齢化等により、ひとり暮らしの高齢者等の増加があり、ごみ出しの負担軽減に効果的な事業として必要性が高いことから、現状どおり推
進する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 321 課コード 0402 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 環境経済部・クリーンセンター

個別事業 高齢者ごみ出し支援ふれあい収集事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成14年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.75 人）
(1)事業概要

(当　初) 15,228 千円 (うち人件費 6,600 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 一般廃棄物対策基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近な場所で必要なサービスを



み手数料、粗大ごみ手数料、し尿手数料）の滞納を減少させ、徴収率１００％をめざす。
施策目的・

(2)目的 市税以外の収入についても、公金徴収一元化の取り組みやふるさと納税制度の活用を促進するなど、歳入の 事業目的
展開方向

確保に努めます。また、あらゆる機会を通して国・地方間の税財源の配分の適正化を国に働きかけていくと
ごみ手数料、粗大ごみ手数料の徴収率は１００％であるが、し尿手数料については、依然滞納者が絶えない ・口座振替の利用率を上げる。
。自主納付者に対しては、口座振替徴収に切り替える。滞納者については、督促状を送付しているが、汲み ・滞納者に対し厳しい措置で臨む。
取りの停止も検討する。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

徴収率 想定値 99当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 99.48

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 徴収率の向上を図る　　　徴収率９９．０％ 間接 徴収率 ％ 98.32 99.4

令和 2年度 徴収率の向上を図る　　　徴収率９９．４１％ 間接 同上 ％ 99.41

令和 3年度 徴収率の向上を図る　　　徴収率９９．４２％ 間接 同上 ％ 99.42

収納率向上を図るため、、口座振替を推進する。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

電算用特殊用紙ほか 6 電算用特殊用紙ほか 29 29 電算用特殊用紙ほか 6 電算用特殊用紙ほか 6
し尿手数料口座振替料 22 し尿手数料口座振替料 22 13 し尿手数料口座振替料 22 し尿手数料口座振替料 22
〃計算電算委託料 1,435 〃計算電算委託料 1,290 1,290 〃計算電算委託料 1,290 〃計算電算委託料 1,290
〃事務機器使用料 1,263 〃事務機器使用料 1,263 1,263 〃事務機器使用料 1,263 〃事務機器使用料 1,263
粗大ごみ処理券販売手数料 665 粗大ごみ処理券販売手数料 685 682 粗大ごみ処理券販売手数料 685 粗大ごみ処理券販売手数料 685
１号嘱託職員報酬2名（0.3　1） 2,856 粗大ごみ処理券印刷業務 329 319 粗大ごみ処理券印刷業務 329 粗大ごみ処理券印刷業務 329

1・2号嘱託職員報酬2名（1.0　0.3） 2,966 2,966 1・2号嘱託職員報酬2名（1.0　0.3） 2,966 1・2号嘱託職員報酬2名（1.0　0.3） 2,966
実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 6,247 合　　計 6,584 6,562 合　　計 6,561 合　　計 6,561
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 6,247 6,584 6,562 6,561 6,561

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 2.3 1.25 1.25 2.3 2.3
正職員人件費 20,240 11,000 11,000 20,240 20,240

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,856 2,966 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 1,349 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 26,487 17,584 17,562 26,801 26,801
(11)単位費用

267.55千円／％ 177.62千円／％ 176.54
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

廃棄物処理手数料については、ごみ処理手数料、粗大ごみ手数料（粗大ごみ処理券を事前に購入）、し尿処理手数料とし ●①事前確認での想定どおり
て徴収しており、市の財源に組み込まれており、施設への搬入量等をもとに料金を徴収しています。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

料金の徴収の強化や徴収方法の応用により想定どおり徴収できた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 一般廃棄物の処理費を徴収しているが、廃棄物処理と清掃に

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 関する法律の規定に基づき市町村が行うとされていることか
□その他 　促進された ら市が実施する。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市が実行し市民の協力のもと行う。 市民の協力のもと、ごみ手数料や粗大ごみ手数料、し尿手数 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 料の徴収が行える。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 市が実行し市民の協力のもと行うことで印刷物の削減などで クリーンセンターへの直接搬入ごみは有料であることから環 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 環境への負荷を低減する。 境負荷となる焼却量や埋立て処分量を抑制できている。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
98.32 99.4 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

クリーンセンターへの直接搬入ごみは有料であり、基本的に現金納入となってい
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 99.48 100.08

るため徴収が出来た。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 17,584 8,903 17,562 99.87
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

33.61

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.57

％ 10万円 0.57 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
ごみ手数料と粗大ごみ手数料の徴収率は100％であるが、し尿手数料が94.76％となっているため、今後も督促の通知を行い徴収率を高めていく
。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 322 課コード 0402 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・クリーンセンター

個別事業 清掃手数料の徴収事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 9 人 (換算人数 1.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 17,564 千円 (うち人件費 11,000 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 17,584 千円 (うち人件費 11,000 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83303 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

徴収体制の強化や徴収手法の見直しなどにより、歳入の根幹をなす市税のより一層の確保を図るとともに、 清掃手数料（ご



確保するため、安定した収集体制を確立し提供する。
施策目的・

(2)目的 出量の削減と福島第一原発事故以前の全国トップレベルの資源化率を回復するとともに、新たな廃棄物処理 事業目的
展開方向

施設の整備に合わせた効率的かつ効果的なごみと資源の分別の研究などに取り組み、ごみの発生抑制を軸と
・市内を２収集地区に分け、家庭ごみは週２回（月木・火金）を迅速かつ適正に遂行できる業者に委託し実 市民からのごみ収集についての対応
施する。 粗大ごみ回収の受付
・粗大ごみは電話による申込を受け、毎週月曜日～金曜日に戸別収集。（祝祭日含む）業者に委託し実施す 当該年度 委託業者との連絡調整
る。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

家庭ごみ収集箇所数（市内全域） 想定値 2,600当該年度
　 単位 箇所

活動結果指標 実績値 2,573

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 迅速な収集体制 間接 迅速に対応できる収集箇所数（1台／日） 箇所 97 130

令和 2年度 迅速な収集体制 間接 迅速に対応できる収集箇所数（1台／日） 箇所 130

令和 3年度 迅速な収集体制 間接 迅速に対応できる収集箇所数（1台／日） 箇所 130

・増加する集積所に対応するため将来的には、収集地区の見直しを行い効率を図る必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

家庭ごみ収集業務委託 150,996 家庭ごみ収集業務委託 156,754 156,754 家庭ごみ収集業務委託 158,193 家庭ごみ収集業務委託 158,193
粗大ごみ収集業務委託 8,340 粗大ごみ収集業務委託 9,183 9,183 粗大ごみ収集業務委託 9,183 粗大ごみ収集業務委託 9,183
【債務負担】Ｈ29～Ｈ33 【債務負担】H29～H33 【債務負担】H29～H33 【債務負担】H29～H33
１号嘱託職員報酬1名（0.1） 224 2号嘱託職員報酬1名（0.1） 260 260 2号嘱託職員報酬1名（0.1） 260 2号嘱託職員報酬1名（0.1） 260
消耗品・他 132 消耗品・他 131 98 消耗品・他 131 消耗品・他 131
車輌経費 1,787 車両経費 1,813 1,720 車両経費 1,813 車両経費 1,813

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 161,479 合　　計 168,141 168,015 合　　計 169,580 合　　計 169,580
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 161,479 168,141 168,015 169,580 169,580

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.8 0.65 0.65 0.8 0.8
正職員人件費 7,040 5,720 5,720 7,040 7,040

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 224 261 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 168,519 173,861 173,735 176,620 176,620
(11)単位費用

66.09千円／箇所 66.87千円／箇所 67.52
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

一般廃棄物処理は自治体の責務であり、市民に安定した収集体制を提供する必要がある。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

委託により収集車両の必要台数を確保し、増加する収集箇所数（集積所数）に対応できた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 廃棄物処理法に基づき、市が実施しなければならない。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 収集車両は、低公害車を使用。 収集車両は、低公害車を使用した。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(箇所) 目標値(b)(箇所) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(箇所) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
97 130 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

委託先のノウハウにより安全運転と迅速な対応を両立できたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 128 98.46
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 173,861 △5,342 173,735 99.93
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△3.17

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.07

箇所 10万円 0.07 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
引き続き適正な委託先を確保し、現状どおり推進する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 323 課コード 0402 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・クリーンセンター

個別事業 家庭ごみ収集事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.65 人）
(1)事業概要

(当　初) 173,861 千円 (うち人件費 5,720 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12102 重点１ ○有 ●無 (計画名) 一般廃棄物対策基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

資源を大切にし、資源の循環を進めるくらしを実現するため、市民、事業者、市が一体となって、総ごみ排 市民の良好な生活環境を



、搬入ごみや焼却灰の放射線対策を行い適正な作業や処理を行う。
施策目的・

(2)目的 路上喫煙、犬の糞害に対する指導、不法投棄と野焼きに対する監視や戸別指導を実施して、公害や生活環境 事業目的
展開方向

の悪化を防止します。また、ＰＭ２．５や放射性物質などの新たな環境問題については、国、県、近隣自治
・回収したごみに含まれている放射線量の測定分析を行い、焼却灰の放射線を高濃度にすると考えられる枝 焼却主灰、焼却飛灰、不燃物、枝木チップ、排ガス等の放射能測定を毎月実施
木や刈草等の放射線量を把握し焼却量を調整することで、埋立等の国の基準値である8,000ベクレル／㎏ま
た、受け入れている事業者の基準である2,000ベクレル／㎏以下を下回る焼却灰を処理する。 当該年度
・保管中のチップ等の放射能濃度を測定し、濃度の低いものについて焼却処理し埋立処分を実施する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

焼却灰等の放射能測定回数 想定値 84当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 78

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 適正なごみ及び焼却灰の処理 直接 焼却灰が2,000ベクレル／㎏を下回る割合 ％ 100 100

令和 2年度 同上 直接 同上 ％ 100

令和 3年度 同上 直接 同上 ％ 100

現状では、何によって焼却灰の放射能が上昇しているのか特定が出来ないため、多種のごみについて放射能を測定し、また、排
(7)事業実施上の課題と対応 出する焼却灰等の測定が必要である。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 震災廃棄物放射線量測定分析業務 1,193 ＊ 震災廃棄物放射線量測定分析業務 1,165 1,027 ＊ 震災廃棄物放射線量測定分析業務 1,175 震災廃棄物放射線量測定分析業務 1,175
・放射線量測定（主灰・飛灰・不燃 ・放射線量測定（主灰・飛灰・不燃 ・放射線量測定（主灰・飛灰・不燃 ・放射線量測定（主灰・飛灰・不燃
物・主灰飛灰混合）【東電】 物・主灰飛灰混合）【東電】 物・主灰飛灰混合）【東電】 物・主灰飛灰混合）【東電】
・放射線量測定（枝木チップ２検体） ・放射線量測定（枝木チップ２検体） ・放射線量測定（枝木チップ２検体） ・放射線量測定（枝木チップ２検体）
・放射線量測定（排ガス） ・放射線量測定（排ガス） ・放射線量測定（排ガス） ・放射線量測定（排ガス）

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,193 合　　計 1,165 1,027 合　　計 1,175 合　　計 1,175
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 1,027 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 1,193 □特会 □受益 □基金 ■その他 1,165 0 □特会 □受益 □基金 ■その他 1,175 □特会 □受益 □基金 □その他 1,175
換算人数(人) 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
正職員人件費 880 880 880 880 880

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,073 2,045 1,907 2,055 2,055
(11)単位費用

24.68千円／回 24.35千円／回 24.45
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

福島第一原発事故に伴い放出された放射性物質により我孫子市内の家庭系廃棄物からも放射性物資が確認され、ごみ焼却 ●①事前確認での想定どおり
後の焼却灰に濃縮されている。各種のごみの放射線量を把握し、焼却灰の放射能が基準値を下回るよう維持し、安定した ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 焼却灰の処理を行う必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

当初の予定どおり、焼却灰等の放射能測定を実施することで数値を把握し、発生した焼却灰を全量処分することが出来た
。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が安定したごみ処理の実施のため、市民に枝木と草や落葉

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 の分別回収をお願いするすることで事業が実行出来た。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
確実に自治体が検査を行い焼却灰などの処分が適正に行われるようしていくことが、市内のごみの処分を滞りなく出来る
ことになる。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 自然環境に負荷を与えないようごみ処理方法を選択し適正処 不燃物や焼却灰の再生処理や埋立て処分が出来るよう、定期 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 理を行う。 的に放射能測定を行いレベルを把握することで処理業者の受 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している 入れ基準をクリアした。

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

定期的な放射能測定を実施したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,045 28 1,907 93.25
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.35

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 4.89

％ 10万円 5.24 93.32

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
放射能の数値が著しく減少するまでは、快適で安全な市民生活を確保するために焼却灰等の放射能測定を実施していくことが必要なことから、
今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1938 課コード 0402 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 環境経済部・クリーンセンター

個別事業 震災廃棄物の放射線測定事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,045 千円 (うち人件費 880 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

良好な生活環境を維持するため、定期的な環境調査や事業所などへの監視・指導を継続して行うとともに、 福島第一原発事故の影響による



確保するため、過酷な環境下で使用する特殊用途車両を計画的に更新します。
施策目的・

(2)目的 出量の削減と福島第一原発事故以前の全国トップレベルの資源化率を回復するとともに、新たな廃棄物処理 事業目的
展開方向

施設の整備に合わせた効率的かつ効果的なごみと資源の分別の研究などに取り組み、ごみの発生抑制を軸と
老朽化が進んでいる車両から優先して更新する。 クリーンセンター特殊用途車両更新計画に基づき、車両の更新を行う。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

車両更新 想定値 0当該年度
単位 台

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 事故、故障を未然に防ぎ、円滑な車両の維持管理を行う。 間接 円滑な車両稼働率 ％ 100 100

令和 2年度 同上 間接 同上 ％ 100

令和 3年度 同上 － 同上 0

車輛更新が滞ることによって、車両の老朽化や故障を起因とする廃棄物の円滑な運搬などに支障を期たす恐れがある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 3㌧塵芥車（野田さ1677の更新） 9,144 0 0 ＊ 4㌧ﾀﾞﾝﾌﾟ(野田100さ23の更新） 5,000 ＊ 1.8㌧糞尿車(野田800さ630の更新） 4,500
車両購入額8,350,000円×1.08
＝9,018,000円
手数料他諸費用合計126,000円

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 9,144 合　　計 0 0 合　　計 5,000 合　　計 4,500
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 75 ％ 6,700 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,444 0 0 5,000 4,500

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0 0 0.1 0.1
正職員人件費 880 0 0 880 880

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 10,024 0 0 5,880 5,380
(11)単位費用

10,024千円／台 0千円／台 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

廃棄物処理において、廃棄物の運搬で使用する塵芥車やホイールローダーなどの特殊用途車両は不可欠なものである。 ●①事前確認での想定どおり
小型貨物やトラックなどの一般車両と異なり、特殊用途車両は、更新に多額の費用を要することから、計画的に更新を行 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ う。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

今回車両の購入は無かった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 一般廃棄物の処理は市の責務であり、廃棄物の運搬に必要な

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 車両の更新計画を遂行していく。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
車両の更新事業のため、協働は考慮していない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 環境に対する規制・認定、基準達成、指定制度に適合した車 今回は車両の購入は無かったが今後も環境負荷の低減のため ●①想定どおり
□②生き物と共存している 両の購入（排ガス規制、認定、燃費基準、９都県市低公害車 排ガス規制の認定された車両購入を指定していく。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している 指定制度）

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

今年度は、車両の購入が無かった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ●③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 0 10,024 0 0
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 今年度の車両購入なし。 ●不要

今年度の車両購入なし。

100

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 今年度の車両購入なし。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0

％ 10万円 0 0

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
所有している特殊車両の状況を把握し、更新時期に車両購入を行っていくため、現状どおり計画を推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2180 課コード 0402 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 環境経済部・クリーンセンター

個別事業 特殊用途車両更新事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成28年度 ～ ⑥担当職員数 0 人 (換算人数 0 人）
(1)事業概要

(当　初) 0 千円 (うち人件費 0 千円）⑦事業費
総事業費 27,755 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12102 重点１ ○有 ●無 (計画名) 一般廃棄物対策基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

資源を大切にし、資源の循環を進めるくらしを実現するため、市民、事業者、市が一体となって、総ごみ排 廃棄物の円滑な処理を


